
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：一般警察活動費　　　
	事業名　採用等業務費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　警察本部　警務部　警務課　電話番号：058-271-2424（内2611）

　　　　　　　E-mail：c18873@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　 　6,421千円（前年度予算額：6,055千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	6,055
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,055

	要求額
	6,421
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,421

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　職員の大量退職期にあり、採用予定者数が毎年100人を超えている中、民
間企業の採用の活発化、採用試験適齢人口の減少等により、より効果のある
採用広報活動を展開し、優秀で多才な警察職員を採用していかなければなら
ない。

また、女性警察官の採用・登用拡大及び男女共同参画の観点から、効果の

ある採用広報活動を実施し、優秀な女性警察官を採用する必要がある。

（２）事業内容

　　　・募集用各種広報媒体の作成
　　　・各種メディアを活用した募集広報
・民間企業等が実施する各種ガイダンスへの参加
（３）県負担・補助率の考え方

　　　岐阜県の警察職員の採用に関するものであり、より優秀な人材の雇用を求

めることは公務員として当然のことで県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	1,979
	警察官募集広報用横断幕、ポスター、パンフレット等の作成、募集広報用クリアファイル、紙手提げ袋の作成

	役務費
	946
	採用募集に関する各種郵便料、映像による採用募集広告掲示費

	委託料
	1,161
	募集広報用パンフレット等デザイン委託

	その他
	2,335
	就職ガイダンス会場ブースの借上げ、Webによるダイレクトメールサービス利用料

	合計
	6,421
	



	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「岐阜県長期構想」
　　　　5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる

　　　　　○警察の現場執行力を強化する

　　　　男女共同参画事業

（２）国・他県の状況
　　　・全国的に大量退職・採用期にあり雇用対策は喫緊の課題となっている。

　　　・警察庁から全国の警察本部に対して女性警察官の採用・登用拡大の指示

が出されている。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　警察官等の大量退職期が続く中、将来の岐阜県の治安を担う優秀な人材を確保するため、積極的かつ効果的な募集活動を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	警察官採用予定（公示）人数
	（H  ）
	180人
（H26）
	190人
（H27）
	215人
（H28）
	（H  ）
	％


	警察官採用人数
	（H　）
	132人
（H26）
	136人
（H27）
	154人
（H28）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	受験者確保のための広報活動を事業目的としており、目標を示すことは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(1)警察本部主催就職説明会の開催（平成28年度中）
　　警察本部・学校での開催　　27回（うち夜間・休日セミナー18回）
　　警察署での開催　　　　　　２回（多治見署、高山署各１回）

　　県内高校へ出張しての開催　17回
　(2)就職ガイダンスへの参加
　　　合同企業説明会　18回


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成28年度の採用試験実施状況は、男性警察官では706人の受験者に対して153人の合格者（倍率4.6）を、女性警察官では225人の受験者に対して41人の合格者（倍率5.5）を、行政・事務職では79人の受験者に対して10人の合格者（倍率7.9）を出し、優秀な人材の獲得に努めた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○

	組織運営において退職者補充は当然であり、更に組織基盤の強化を図るには、多数の受験者を獲得することが必要不可欠であることから事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	就職ガイダンス、学内セミナー等に参加した者の採用試験の受験率が高まっており、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	人事担当者や採用業務推進員に指定した若手警察職員を積極的に活用して合同企業説明会や大学学内セミナー等へ対応しており、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　就職適齢人口の減少により、採用情勢は厳しい状況にある。県内外の大学・高校への訪問活動、就職ガイダンス等を積極的に推進する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　各種広報媒体を積極的に活用して、優秀な人材の確保に取り組む。


